
第４章 温室効果ガスの削減目標

2050年の目指すべき姿（ゴール）を、「市内の温室効果ガス排出の実質ゼロ（ネット・ゼロ）を目指す（ゼロカーボンシティ）」と設定するとと
もに、その実現に向けた具体的な削減対策と効果を積み上げ、2030年度・2035年度・2040年度の削減目標（ターゲット）を設定します。
また、市域内において国と同等以上の削減目標を目指しつつ、アジア地域において削減した温室効果ガス排出量（海外での温室効果ガス削

減貢献）を合わせ、世界の脱炭素化にも貢献します。
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2030年度 2035年度 2040年度 2050年

市域内
（法に基づく
削減目標）

▲47%以上 ▲6１%以上 ▲7４%以上 ネット・ゼロ

アジア地域※１

（単年度※２）
▲4% ▲7% ▲10% ▲15%

合計 ▲51%以上 ▲68%以上 ▲84%以上 ─

※１：アジア地域における具体的な削減対策などについては、「９章 世界における脱炭素化への貢献」にて記載
※２：現行計画におけるアジア地域の削減目標（累計）※３を、単年度に換算したもの。
※３：2030年度、２０５０年において、アジア地域で温室効果ガスをそれぞれ、75%、１５０％削減

（ともに、2013年度の北九州市内の温室効果ガス排出量比）

※詳細な内容はこちら

※ 記載している排出量は、推計に用いている各種統計データの見直し等により、変更される場合があります。
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まずは「徹底した省エネ」に取り組むとともに、
「電力部門の脱炭素化」と「非電力部門の電化」を進めつつ、

電化が困難な分野においては「水素等の供給・利活用」を推進する

第５章 2050年に目指す脱炭素社会

１．2050年のゼローカーボンシティに向けた
取組の方向性

地球温暖化の原因となる温室効果ガスの排出量をゼロにするた
めには、家庭や学校、運輸、事業所など、日常生活や産業といった
社会経済活動のあらゆる場面での脱炭素化が必要です。
現在の人間の活動は、使用する（燃やすなど）ことで多くのCO2

を排出する石油や石炭、天然ガスといった化石燃料の利用に重点
が置かれていますが、そういった化石燃料に依存する現在の状況
を、温室効果ガスを排出しない方法に変えていく必要があります。
そのため、あらゆる分野で必要な電気・熱などのエネルギーや、

車やバス・トラックなどの人間やモノが移動する際に発生するCO2

を削減するために、次に示すような方向性で取り組みます。

２．北九州市が目指す2050年の脱炭素社会
（ゼロカーボンシティ）

脱炭素化することが、社会経済活動を縮小したり生活が不便となっ
たりするのではなく、「社会をアップデートし、生活の質を向上するこ
とにつながる」という認識と方向性を社会全体で共有するとともに、
下記「Ⅰ～Ⅳ」を同時実現する北九州モデルを構築し、国外にも展開
することで「Ⅴ 国際貢献」するという方向性で、2050年の脱炭素
社会を目指すこととします。

Ⅰ エネルギーの脱炭素化

（省エネ、再エネ・水素等）

Ⅱ イノベーションの推進

（研究開発、産業経済の脱炭素化）

Ⅲ ライフスタイルの変革

（市民環境力の向上、行動変容）

Ⅳ 気候変動に適応する強靭なまち

（災害時の電源確保、強靭なまちづくり）

Ⅴ 国際貢献

（「北九州モデル」の展開、世界の脱炭素化への貢献）

北九州市が目指す

脱炭素社会

「北九州モデル」

環境と経済の好循環による脱炭素化を軸に、都市や企業の価値・競争力を高め、
快適で災害にも強く、誰もが暮らしやすい社会を目指す

※詳細な内容はこちら
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2050年のゼロカーボンシティのイメージ


